
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 水道事業 ―

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

施設管理の
共同化

管理の一体化

日

百万円(年)

検討中 ●

平成29年11月に岐阜県水道事
業広域連携研究会が設置さ
れ、令和3年5月に水道事業の
広域連携会議があり、情報提
供があった。

情報提供により、できそうなものから検討できればと考えてい
る。

実施予定 年 月

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 簡易水道事業 ―

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 （簡易水道事業）広域化等

実施済 ●

簡易水道事業統合
（市町村を越える統合）

簡易水道事業統合(市町村内) 令和

年 月 日

実施予定 簡易水道事業統合以外
施設の共同
設置・利用

施設管理の
共同化

管理の一体化

 

検討中 ●

平成29年11月に岐阜県水道事
業広域連携研究会が設置さ
れ、令和3年5月に水道事業の
広域連携会議があり、情報提
供があった。

情報提供により、できそうなものから検討できればと考えてい
る。

   

百万円(年)

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 電気事業 ― ―

現在の経営状況において黒字経営であり、運営経費等に充てるための積立金もできているため、現行の体制を維持して
いく。また、数年ごとの精密点検やメンテナンス計画をたて実施しており、中長期的な観点から修繕費用の抑制と施設の長
寿命化を図り、安定的な稼働の維持と料金収入を確保していく。しかし、事業開始からまだ数年ではあるが、これから維持
管理業務の負担が増えていくことも考えられるため、今後の経営状況を注視しながら経営体制を模索していく。

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

・適切で計画的な事業執行
　これまでの建設投資や、Ｒ２年度で完了した管渠整備工事及び残る処理センター周辺整備工事に伴う公債費（元利償還
費）の大きな負担や維持管理費の増加傾向、また高齢化や人口減少の中で下水道への接続推進を努めているが、接続
率の増加は鈍化し厳しい経営を強いられている。
　限られた財政の中、適正な事業計画と財政計画を基に経営を行っていく。
　また、令和５年度からの公営企業会計により独立採算制及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよう検
討する。
・効率的な事業施行
　業務の効率化とコスト削減に取組む。これまでと同様に施設の維持管理に関する民間委託の活用により業務改善を図り
つつ、将来的には包括的民間委託により効率的な民間活用が可能か検討を進める。
・収入の確保と負担の適正化
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。収入の確保のため使用料納付を確実
にするとともに、R3年10月に一部料金改定を実施したが、長期的財政計画を基に適正な料金体系の段階的な見直しを検
討する。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 下水道事業 特定環境保全公共下水道

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

揖斐川町 下水道事業 農業集落排水施設

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

・適切で計画的な事業執行
　これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の大きな負担や維持管理費の増加傾向および急激に進行する山間地
域での農業集落排水処理施設における少子高齢化に伴う人口減少の中、厳しい経営を強いられている。
　限られた財政の中、適正な事業計画と財政計画を基に経営を行っていく。
　また、令和５年度からの公営企業会計により独立採算制及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよう検
討する。
・効率的な事業施行
　業務の効率化とコスト削減に取組む。これまでと同様に施設の維持管理に関する民間委託の活用により業務改善を図り
つつ、将来的には包括的民間委託により効率的な民間活用が可能か検討を進めるが、広大な町内各地域にまたがる処
理地域の維持管理をいかに行うか検討の段階にある。
・収入の確保と負担の適正化
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。収入の確保のため使用料納付を確実
にするとともに、R3年10月に一部料金改定を実施したが、長期的財政計画を基に適正な料金体系の段階的な見直しを検
討する

●

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

・適切で計画的な事業執行
　これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の大きな負担や維持管理費の増加傾向から、厳しい経営を強いられて
いる。
　限られた財政の中、適正な事業計画と財政計画を基に経営を行っていく。
　また、令和５年度から適用する公営企業会計により、独立採算制及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供でき
るよう検討する。
・効率的な事業施行
　業務の効率化とコスト削減に取組む。これまでと同様に維持管理に関する民間委託の活用により業務改善を図りつつ、
将来的には包括的民間委託により効率的な民間活用について検討する。
・収入の確保と負担の適正化
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。収入の確保のため使用料納付を確実
にするとともに、R3年10月に一部料金改定を実施したが、長期的財政計画を基に適正な料金体系の段階的な見直しを検
討する。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 下水道事業 特定地域排水処理施設

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

・適切で計画的な事業執行
　これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の大きな負担や維持管理費の増加傾向から、厳しい経営を強いられて
いる。
　限られた財政の中、適正な事業計画と財政計画を基に経営を行っていく。
　また、令和５年度から適用する公営企業会計により、独立採算制及び透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供でき
るよう検討する。
・効率的な事業施行
　業務の効率化とコスト削減に取組む。これまでと同様に維持管理に関する民間委託の活用により業務改善を図りつつ、
将来的には包括的民間委託により効率的な民間活用について検討する。
・収入の確保と負担の適正化
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。収入の確保のため使用料納付を確実
にするとともに、R3年10月に一部料金改定を実施したが、長期的財政計画を基に適正な料金体系の段階的な見直しを検
討する。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 下水道事業 個別排水処理施設

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 谷汲・春日・坂内デイサービスセンター

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

平成実施済 ●
平成17年度の町村合併に伴
い、合併前の旧村で運営してい
たデイサービスセンターを町社
会福祉協議会に指定管理者制
度を利用して運営してもらうこと
により、財政負担の軽減を図っ
た。

代行制 利用料金制

 ● 18 4 1

検討中

実施予定 年 月 日

百万円(年)

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

揖斐川町 介護サービス事業 介護老人保健施設 老人保健施設山びこの郷

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

平成実施済 ●
平成17年度の町村合併に伴
い、合併前の旧村及び合併後
の町で委託運営していた老人
保健施設を同事業者に指定管
理者制度を利用して運営しても
らうことにより、財政負担の減
少を図った。

代行制 利用料金制

 ● 18 4 1

検討中

実施予定 年 月 日

百万円(年)

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況


